別記
第１号様式（第５条関係）　
　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　理事長　様
住　　所　（郵便番号・住所）
名　　称
代表者名　（役職・氏名）　　　　　　　　㊞
令和　年度公益財団法人岐阜県産業経済振興センターヘルスケア製品の
地産地消導入事業費助成金交付申請書
このことについて、下記のとおり標記助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　助成対象事業の目的及び内容
別紙　令和　年度公益財団法人岐阜県産業経済振興センターヘルスケア製品の
地産地消導入事業費助成金事業計画書のとおり
２　助成対象事業に要する経費、助成対象経費及び助成金申請額
（１）助成対象事業に要する経費
　　　金

　　　円
　　　　（導入しようとする製品の総原価の合計）
（２）助成対象経費　　　　　　金

　　　円
（３）助成金申請額
　　　金

　　　円
別紙
　　　　令和　年度公益財団法人岐阜県産業経済振興センターヘルスケア製品の
地産地消導入事業費助成金事業計画書
１ 申請者の概要
	申請者名
	

	代表者
役職・氏名
	

	県内の本社又は製品を製造する事業所所在地
	

	資本金
	千円
	従業員数
（交付申請時）
	人

	事業業種
（主たる事業）
	

	ＨＰアドレス
	


【担当者】
	役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	e-Mailアドレス
	


２ 事業の概要（複数種申請する場合は、製品ごとに作成してください。）
	事業計画名
	

	製品名称
	※「製品名称」は、公表することがありますのでご了承ください。

	定価
	　　　　　　円
※定価が分かる資料も提出してください。

	モニター価格
	　　　　　　円
※定価の3/10以上の金額で設定してください。

	総原価
	　　　　　　円
※総原価が分かる資料も提出してください（例を参考）。

	台数
	　　　　台
※採択された場合、供給可能な台数を記入してください。
※導入先リストも提出してください。

	発売日
	　　　　年　　月　　日

※発売日が分かる資料も提出してください。

	製品区分
	医療機器　・　福祉機器
＜医療機器の場合＞
クラス分類：Ⅰ　　Ⅱ　　Ⅲ　　Ⅳ
一般的名称：

	製品の概要
	※製品の性能、使用場面、導入による効果等について具体的に記入してください。


	評価アンケート項目案
	※導入を行うに当たり、実施する評価アンケート項目を具体的に記入してください。



３　経費及び資金計画
（１） 収入の部（資金調達内訳）                             　（単位：円）
	経費区分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　　考

	助成金申請額
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	売上げ
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　　計
	
	


　　※ 「助成金申請額」については、千円未満の端数を切り捨てて記入すること。
３　経費及び資金計画                                                                                   
 （２） 支出の部                                                                                           （単位：円（数量以外））
	経費区分
（助成対象製品）
	定価
(Ａ)
	総原価
(Ｂ)
	モニター
価格
(Ｃ)
	数量
(Ｄ)
	助成対象事業に
要する経費
(Ｂ×Ｄ)
	助成対象経費
((Ｂ－Ｃ)×Ｄ)

又は
((Ａ－Ｃ)×Ｄ)
	左の負担区分

	
	
	
	
	
	
	
	自己負担額
	助成金申請額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


《記入上の注意》
１　「定価」及び「総原価」欄には、消費税等相当額を控除した金額を記入すること（※消費税等相当額は、対象経費になりません。）。
２　「モニター価格」欄には、定価の３／１０以上の金額を記入すること。
３　「助成対象事業に要する経費」欄には、助成対象事業で導入する対象製品の総原価の合計（「総原価(Ｂ)」×「数量(Ｄ)」）を記入すること。
４　「助成対象経費」欄には、（「総原価(Ｂ)」－「モニター価格(Ｃ)」）×「数量(Ｄ)」を記入すること。ただし、総原価が定価を超える場合は、（「定価(Ａ)」－「モニター価格(Ｃ)」）×「数量(Ｄ)」を記入すること。
　５　「助成金申請額」欄には、「助成対象経費」に助成率（２／３）を乗じて得た額（千円未満を切り捨てた額）を記入すること。
６　「（１）収入の部」の金額合計と「（２）支出の部」の助成対象事業に要する経費の合計は、一致すること。
４　添付書類
（１）申請者の会社案内、定款（写）、登記簿謄本及び決算報告書（直近３期分）
 （２）住民票（個人の場合に限る。申請時点の３ヶ月以内に発行されたものである
こと。）
（３）納税証明書（次の発行機関における「未納に係る税がないことを証する書類」）
①県税事務所（②③において徴収する県税以外のもの）
②市町村役場（県民税に係るものに限る。）
③税務署（地方消費税に係るものに限る。）
※ 納税証明書は、申請時に取得可能な最新のものであること。
（４）製品の定価、発売日が分かる書類（チラシ、カタログ、価格表等）
（５）製品の総原価が分かる書類
（６）製品の導入先リスト
（７）競合品リスト（競合品があれば）
※複数種の製品を申請する場合は、（４）～（７）を製品ごとに添付してください。


